
第8章 原子力利用の基盤強化 

8－1 研究開発の方針並びに関係組織の連携や研究開発機関の機能の変革 

「第 5 期科学技術基本計画」（2016 年 1 月閣議決定）では、「持続的な成長と地域社

会の自律的な発展」の「エネルギー、資源、食糧の安定的な確保」において、将来の最

適なエネルギーミックスに向けて、現行技術の高度化と先進技術の導入を図るととも

に、革新的技術の創出にも取り組むとしています。 

「原子力利用に関する基本的考え方」（2017 年 7 月原子力委員会決定、政府として尊

重する旨閣議決定）では「知識基盤や技術基盤、人材といった基盤的な力は原子力利用

を支えるものであり、その強化を図る。（中略）研究開発機関の機能の変革を促すとと

もに、原子力関連機関の自らの役割に応じた人材育成や基礎研究を推進する。」と述べ

ています。 

また「技術開発・研究開発に対する考え方」（2018 年 6 月原子力委員会決定）では電

力自由化時代においては、市場や投資環境を考慮し、原子力利用による国民の便益の観

点等を踏まえて、新しい技術を市場に導入する事業者が主導的に技術開発や研究開発

を行い、政府や国立研究開発機関はこれを支援していく役割分担が必要であると指摘

しています。特に、我が国唯一の総合的原子力研究開発機関である原子力機構は、プロ

ジェクト抽出とその実施を重視する従来の思考から脱却し、我が国全体の原子力利用

の基盤と国際競争力をより一層強化し研究開発成果を最大化していくために、組織変

革とそれに合わせた組織マネジメントの改善を進めることが大切です。 

（1） 我が国における研究開発の考え方

1990 年代以降、原子力利用機関において生じた様々なトラブルや、2011 年 3 月の東電福

島第一原発事故により、国民の原子力に対する不信・不安が高まっています。一方で、事故

炉の廃止措置や、放射性廃棄物の処理・処分といった困難な課題を解決していくためには、

研究開発の重要度は極めて高いといえます。 

東電福島第一原発事故の反省・教訓や、原子力を取り巻く環境の変化、国際展開の必要性

等を踏まえ、政府や研究開発機関は研究開発計画の策定を行うとともに、適切なマネジメン

トがなされるよう新たな仕組みを構築し、課題を着実に解決していくことが必要です。 

文部科学省は、2016～2020 年度を対象とする「第 5期科学技術基本計画」（2016 年 1 月閣

議決定） [1]に基づき、2017 年 2 月に「研究開発計画」を策定し（2017 年 8 月最終改訂）、

文部科学省として重点的に推進すべき研究開発の取組及び、その推進方策について取りま

とめました [2]。この中で、原子力科学技術は国家戦略上重要な科学技術として位置付けら

れており、研究開発目標として、安全性・核セキュリティ・廃炉技術の高度化等の原子力の
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利用に資する研究開発の推進、さらに、将来に向けた革新的技術の確立に向けた研究開発へ

の取組が掲げられています。目標達成のために重点的に推進すべき研究開発の取組として、

東電福島第一原発の廃炉等の事故の対処、安全性向上等に資する研究開発の推進、及び、人

材育成や国際協力等を通じた原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備が挙げられています。

また、革新的なエネルギー技術の開発として、核融合エネルギーの実現に向けた研究開発に

取り組むことが示されています。 

原子力委員会は 2018 年 6 月、「技術開発・研究開発に対する考え方」 [3]を取りまとめ、

今後の原子力分野における技術開発・研究開発の在り方について基本的な考え方と政府、国

立研究開発機関及び産業界の各ステークホルダーの果たすべき役割について示しました。 

「技術開発・研究開発に対する考え方」に示された電力自由化後の技術開発・研究開発の

在り方 

原子力エネルギーは、地球温暖化防止に貢献しつつ、安価で安定に電気を供給できる電源

として役割を果たすことが期待できる。軽水炉の再稼働を進め、それを長期に安定、安全に

利用できるように努力することが重要である。また、「電力自由化」により総括原価方式が

無くなった現在、原子力のエネルギー分野での利用については、関係者は、国民の便益と負

担の観点で、この安価な電力を安全・安定に供給するという原点を改めて強く認識し、原子

力関係企業と研究開発機関と大学が、それぞれの役割を踏まえ、生き残りをかけて、創意工

夫や競争・協力し、それぞれの経営に努力する必要がある。国は、関係行政機関や国立研究

開発機関がそれぞれの立場から民間主導のイノベーションを促進する仕組みを整えるべき

である。 

これは中長期の開発課題についても例外ではない。原子力の発電方式は、市場の需要によ

って決められるものであり、第三世代から第四世代へと直線的な移行が行われると認識し

てはならず、多様な選択肢と戦略的な柔軟性を維持すべきである。電力の自由化が進む中、

原子力発電コストが過度に高くつく場合、ユーザーたる発電企業がこれを選好すると楽観

視しえない。個別発電企業は、第四世代炉等新型炉を許容する場合もあれば、より長期間、

軽水炉のコストダウンや効率化を選好する場合もある。原子力発電は、応用技術の固まりで

あることから、市場で使われて初めて意味のあるものであり、今後の原子力発電の技術開

発・研究開発は、個別発電企業やメーカーが主導し、それらの企業の負担も求めつつ、政府

が支援する仕組みを導入していくべきである。 

原子力に関する技術開発・研究開発を実施するに際し、実用化される市場や投資環境を考

慮すべきである。今後は、世界の市場をより強く志向する必要がある。その点で、国際連携

は重要な方策のひとつである。その際にも、上記のような考え方を共有できる国と連携すべ

きであり、戦略的な柔軟性を確保することが肝要である。ひとつの国際プロジェクトにコミ

ットするあまり、長期間にわたって我が国の技術開発・研究開発が柔軟性を失うことは避け
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るべきであり、開発を牽引する民間主体を支援する知的基盤を関係国が共同して提供する

というスタンスで臨むべきである。 

このような考え方を踏まえ、我が国において技術開発・研究開発に携わる政府、国立研究

開発機関及び産業界の各ステークホルダーが、それぞれ、以下のような役割を果たすべきで

あるとしています。 

 政府の役割

原子力は長期的な技術であることから、政府は長期的なビジョンを示し、その基盤

となる技術開発・研究開発のサポートをする役割を担うべきである。原子力発電技術

は、実用レベルに近づくほど民間が相応のコストを負担し開発を進めていくべきで

あり、政府はその取組を支援するという前提で新たな補助スキームを構築していく

必要がある。

 国立研究開発機関のあるべき役割

国立研究開発機関が行う研究開発とは、本来、知識基盤を整備するための取組であ

り、今後は一層、民間による技術開発・研究開発の努力を支援する役割が期待される。

知識基盤を企業等関係者ともしっかり共有することによって、ニーズに対応した研

究開発が可能になり、効率化がもたらされるだけでなく、イノベーションの基盤が構

築でき、重層的な我が国の原子力の競争力強化につながると考えられる。

 産業界のあるべき役割

産業界は総括原価方式がなくなり、電力市場が自由化されたことを改めて強く意

識すべきである。技術開発・研究開発においては、自由化された中で、国民の便益と

負担を考え、安価な電力を安全・安定に供給するという原点を考える必要がある。こ

うした視点から、今後何を研究開発し、どの技術を磨いていくべきかの判断を自ら真

剣に行い、相応のコスト負担を担い、民間主導のイノベーションを達成すべきである。 

（2） 原子力関係組織の連携による知識基盤の構築

原子力利用の基盤強化において、新技術を市場に導入する事業者と、技術創出に必要な新

たな知識や価値を生み出す研究開発機関や大学との連携や協働は重要です。ところが、我が

国の原子力分野では、こうした分野横断的・組織横断的な連携が十分とはいえず、科学的知

見や知識も組織ごとに存在している状況です。このような現状を踏まえ、原子力委員会は、

2017 年 7 月に取りまとめた「原子力利用に関する基本的考え方」（2017 年 7 月原子力委員

会決定、政府として尊重する旨閣議決定） [4]において、研究開発機関や大学、原子力関係

事業者の原子力関連機関が、情報交換しつつ、それぞれの役割を互いに認識し尊重し合いな

がら連携や協働を行う場を構築し、まずは、科学的知見や知識の収集・体系化・共有により

厚い知識基盤の構築を進めるべき旨を指摘しました。このような連携により、研究機関や学

協会、原子力関連事業者が情報交換しつつ連携・協働し、厚い知識基盤の構築を進め、企業
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側では、学理を修得した人材により、深い知識に基づいた不断の技術向上等が可能となり、

一方、研究機関や大学では、俯瞰的能力を持つ人材の育成や重要な研究開発テーマの抽出等

が可能となるといった、相乗効果も得られると期待されます。 

「原子力利用に関する基本的考え方」に示された研究開発機関と原子力関係事業者の連

携・協働の推進の考え方 

新しい技術を市場に導入するのは主として原子力関係事業者である一方、技術創出に必

要な新たな知識や価値を生み出すのは研究開発機関や大学であり、両者の連携や協働が重

要である。効果的な具体的取組としては、まず第一歩として原子力関係事業者と研究開発機

関との間の壁を越えた知識基盤を構築すること、その上で、新しい技術を迅速に市場に導入

するための連携や協働を進めること、の 2つが挙げられる。しかしながら、我が国の原子力

分野ではこのような取組は十分とは言えず、科学的知見や知識も組織ごとに存在している

状況である。 

このため、研究開発機関や大学、原子力関係事業者の原子力関連機関が、情報交換しつつ、

それぞれの役割を互いに認識し尊重し合いながら連携や協働を行う場を構築し、まずは、科

学的知見や知識の収集・体系化・共有により厚い知識基盤の構築を進めるべきである。その

際、国民への便益の観点や世界的な潮流をしっかりと把握した上で分野を選択すべきであ

る。現時点において、具体的には、例えば軽水炉利用長期化、過酷事故対策・防災、廃止措

置・放射性廃棄物等の分野が考えられる。あわせて、こうした連携や共同の中で専門的人材

の育成が図られることも期待する。 

原子力委員会は「軽水炉長期利用・安全」「過酷事故・防災等1」「廃止措置・放射性廃棄物

2」の 3 つのテーマで、産業界と研究機関等の原子力関係機関による連携プラットフォーム

（図 8-1）を立ち上げ、各プラットフォームでは、関係者間の意見交換、国内外の情報の収

集と共有・公開、報告書、解説、研修資料等の作成など、厚い知識基盤の構築に向けた取組

を進めています。2018 年 6 月の「技術開発・研究開発に対する考え方」でも、国立研究開

発機関によって整備された知識基盤を産業界にも共有し、研究開発機関や大学、電力・メー

カー間の連携・マッチングを加速することを目指し、これらプラットフォームにおける関係

機関の協力活動を推進し、引き続き関係省庁との連携を進める方針が示されています。 

1 詳細は、第 1 章 1-3(3)「過酷事故・防災プラットフォーム」を参照ください。 
2 詳細は、第 6 章 6-3(4)「廃止措置・放射性廃棄物プラットフォーム」を参照ください。 
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図 8-1 原子力関係組織の連携プログラム 

（出典）第 14 回原子力委員会資料第 2-1 号 原子力委員会「『原子力利用の基本的考え方』のフォローアップ～原子力関係組織

の連携・協働の立ち上げ～」（2018 年）に基づき作成 [5] 

（3） 研究開発機関の変革

原子力機構は、我が国における原子力に関する総合的研究開発機関として、原子力の持続

的な利用と発展に資する基礎的・基盤的研究等を担っています。 

国内外の環境の変化や国際潮流等を的確に踏まえて研究開発成果を最大化していくため

には、意識改革に留まらず、目標管理手法等、経営上の手法・仕組みといった具体的な組織

マネジメントの改善を進めていくことが必要です。さらに、我が国全体の原子力利用の基盤

と国際競争力の強化に資するため、プロジェクトの抽出とその実施を重視する従来の志向

から脱却し、ニーズ対応型の研究開発を行うとともに、その駆動力としての役割を果たすこ

とが求められています。また、我が国全体の原子力利用の基盤と国際競争力の強化に資する

研究開発において主導的な役割を果たせるよう、保全活動の継続的な改善や安全文化の醸

成を含め、原子力機構全体の自主的安全性向上活動に取り組むことが望まれます。 

2017 年 3 月、原子力機構は「国際戦略」 [6]及び「イノベーション創出戦略」 [7]を策

定しました。「国際戦略」においては、①原子力安全確保への貢献、②核不拡散・核セキュ

リティの確保への貢献、③研究開発成果の最大化、④原子力人材育成支援、⑤研究成果の海

外への普及、国際展開、の 5つの基本方針を定めています。この基本方針の下、東電福島第
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一原発の廃止措置や、安全性向上や次世代炉、バックエンドに関する研究等の分野について、

諸外国及び国際機関との協力が進められています。「イノベーション創出戦略」においては、

原子力のエネルギー利用に係るイノベーションと、基礎基盤研究や施設供用等による原子

力科学を通じたイノベーションの 2 つに分類して、原子力機構が目指すべきイノベーショ

ンを挙げています。イノベーション創出のため、原子力機構内外での協力・連携及び異分野

融合の促進、研究インフラの整備、人材育成と確保等の取組が行われています。 

原子力委員会が 2018 年 6 月に公表した「技術開発・研究開発に対する考え方」では、国

立研究開発機関のあるべき役割として、知識基盤を整備し、民間による技術開発・研究開発

の努力を支援すべきであるとの期待が示されました。この中では、高速増殖原型炉「もんじ

ゅ」等新型炉開発プロジェクト等のプロジェクトの抽出とその実施を重視してきた原子力

機構のこれまでの考え方から脱却し、ニーズ対応型の研究開発が求められているとして、原

子力機構の変革を求めています。 

「技術開発・研究開発に対する考え方」に示された国立研究開発機関のあるべき役割 

国立研究開発機関が行う研究開発とは、本来、知識基盤を整備するための取組であり、今

後は一層、民間による技術開発・研究開発の努力を支援する役割が期待される。知識基盤を

企業等関係者ともしっかり共有出来ることによって、ニーズに対応した研究開発が可能に

なり、効率化がもたらされるだけでなく、イノベーションの基盤が構築でき、重層的な我が

国の原子力の競争力強化につながると考えられる。 

我が国の JAEA は、これまで「もんじゅ」等、新型炉開発プロジェクト等のプロジェクト

の抽出とその実施を重視してきているが、今後はこうした従来の思考から脱却し、ニーズ対

応型の研究開発を行うことが求められている。現在は、産業界との連携も弱く、原子力分野

の知識基盤構築及び共有化が行われておらず、原子力関連の技術開発・研究開発の構造上の

課題となっている。この現象は、産業界側の活動にも影響しており、両者間で、過酷事故防

止や軽水炉利用等の知識の共有等が不十分な要因にもなっている。こうした観点から、今

後、電力・メーカーに加えて、研究開発機関や大学との連携・マッチングを模索することが

重要と考えられるが、政府が技術開発のサポートを実施するにあたっても、この点を考慮す

べきである。 

また、2019 年 2 月 27 日の「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務

運営に関する目標（中長期目標）の変更について（答申）」では、以下の事項について検討

を行い、その結果について報告するよう求め、原子力機構の変革を求め、これをフォローア

ップする方針を示しています [8]。 

 2017 年 7 月の「原子力利用に関する基本的考え方」、2018 年 6 月の「技術開発・研究
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開発に対する考え方」、2018 年 2 月の「原子力分野における人材育成について（見

解）」で示された原子力委員会の考え方や見解等を踏まえた対応を検討すること。 

 原子力機構は①大型研究開発施設の建設運転、②放射性物質と放射線を取り扱える

施設の利用、③職員数が多く、組織的な活動が国内外において行えること、④知識基

盤を安全規制側と共有できる可能性があること等、国内の他機関にない特徴を生か

して、原子力機構の各組織と施設が、生き残りをかけて、産業界等との共同作業など

を通じて、創意工夫し、機構の役割を発揮することができるよう検討すること。

 国の原子力研究開発の意義が国民へのその便益の還元であることを踏まえ、軽水炉

利用長期化、電力事業の環境変化、原子力施設の廃止措置の増加などの新しい環境へ

の適合について、検討すべきである。その際には、イノベーションにおける機構の役

割と特徴を生かす視点が重要である。イノベーションを炉そのものの開発と狭くと

らえるのではなく、材料や燃料、機器など要素技術やその利用技術をカバーするもの

と広くとらえて、軽水炉等の要素技術に関してもイノベーションを進めるべく、原子

力機構の持つ機能と能力を発揮できるようにする必要がある。その場合に、人工知能

技術、モノのインターネット、微小電気機械システム等汎用目的技術などが関連しな

がらイノベーションが進むことに、原子力分野においても留意すること。

 高速炉開発については、「原子力利用に関する基本的考え方」、「技術開発・研究開発

に対する考え方」を参照し、2018 年 12 月に原子力関係閣僚会議が決定した戦略ロー

ドマップに記載された原子力委員会からの意見と、2018 年 12 月の「高速炉開発につ

いて（見解）」も踏まえて、原子力機構としての対応を検討すること。

 核燃料サイクル研究開発については、白らの技術開発施設の廃止措置のみならず、発

電炉の廃止措置、東電福島第一原子力発電所の廃止措置に役立つように、放射性廃棄

物処理処分、除染、滅容などの技術開発を検討すること。

 外部の意見や批判を取り入れる仕組みを再構築し、それを真に機能させ、原子力機構

の経営と運営の改善に生かす必要がある。組織を細分化せず、中間管理職の責任を明

確にしつつ、原子力機構内外の関係組織相互の共同作業などを機能させ、研究開発や

仕事を通じて職員の能力向上に努めること。

 業務運営に関わる様々なリスクを低減するために、リスクマップを作成するなどし

て、組織的なリスク管理を業務に取り入れることを検討すべきである。外部とのコミ

ュニケーションにその成果を役立て、透明性の向上に努めること。

 原子力研究開発や原子力事業をめぐる環境変化は、欧米が先行した例も多く、その教

訓や欧米のピアレビュー結果を、今後の業務運営に生かすこと。

 基礎基盤研究の知識基盤構築、大学等との教育研究における連携、原子力の魅力の発

信や根拠情報の作成提供等への貢献を図ること。
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